
地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム推進事業について 

 

政府の総合緊急対策事業の一つである「地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム

の推進のあり方に関する調査研究」事業に係る取組団体として全国 29団体（都道府県・政令

指定都市 12団体、市区町村（政令指定都市除く）17 団体）が指定されています。 

第六次須坂市総合計画で『みんなで支えあい健やかに暮らせるまち』を掲げ、「高齢者も子

どもも障がいがある人もない人も、全ての人が地域の中で孤立し、孤独になることのないよ

う、地域全体で見守り、寄り添い、支援をすることができるまち」を目指している須坂市も

その中の１団体（長野県内唯一の採択団体）として実証事業に取り組みます。 

コロナ禍で変化した社会的状況や経済的状況の中、改めて「孤独・孤立」という複合的事

案に関する実態把握を行い、これまで築き上げてきた須坂市の地域的なつながりやネットワ

ークを活用し、「本当に困っている人の支援」を念頭に、「孤独・孤立」を感じない温かな地域

づくりを進めるための取組みの第一歩として県内でも先行して実証事業に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 国が進める孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム事業について 

 孤独・孤立問題の深刻化に備え、地方自治体においても支援団体の連携による対応が急

務となっている。一方、孤独・孤立問題は複合的事案が多く（別添：「様々なライフステー

ジに応じた「孤独・孤立対策」に関する支援施策」のとおり、多くの行政分野に関係して

いる。）、既存の政策的対処では困難であることから、国が地方自治体において連携強化の

実証事業に取り組み、得られたノウハウや留意点などをまとめ、全国の自治体に共有する

ことで、孤独・孤立対策の取組み強化を目指す目的で取組団体の実証事業を支援するもの。

事業にかかる経費は全額国費で負担。（市町村は 600 万円が上限）（※同事業の詳細は別添

のとおり） 

 須坂市は第二次取組団体として、2022 年９月 30 日付で決定通知を受けており、事業実

施期間は 2023年２月末までとなっている。 

国の有識者ヒアリング結果「第２回孤独・孤立対策に関する連絡調整会議 資料」より 

 

 



≪２０２２年度に須坂市が行う事業≫（既に実施済の内容を含む。） 

 

① 須坂市版孤独・孤立の実態把握に関する調査（人々のつながりに関する市民アンケート調査）

の実施 

須坂市に住所を有する１６歳以上の市民 2,000 名（無作為抽出）を対象に、２０２３年１月

６日から１月２０日までの期間で実施。国が先行して実施した「孤独・孤立の実態把握に関

する全国調査」における調査結果の比較分析を行うことや、国の調査では把握しきれない市

独自の孤独・孤立の実態について現状把握することが目的です。 

調査結果については現在集計中で、２月下旬頃を目途に結果を公表し、ホームページ等に掲

載予定です。 

 （調査項目の詳細） 

 

 

② 孤独・孤立対策に関する支援体制、地域資源に関するマップの作成 

孤独・孤立につながる問題点やきっかけと、調査を実施しての課題、それらの課題を解決

していくための地域資源（相談体制や制度など）と今後の検討項目が概念図化され、須坂市

独自の課題や方向性などを整理したマップを作成の上、複合的事案である「孤独・孤立」問

題に今後取り組んでいくための糸口として活用します。 

 

③ 孤独・孤立対策に関する協議体（プラットフォーム）の形成 

 社会的な問題となっている孤独や孤立について、人と人との「つながり」を実感できる地

域づくりを進めるため、行政と関係機関が連携し、総合的・包括的な取り組みを検討するた

めのプラットフォームとして、須坂市孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム推進協議会

を設置します。（２月下旬に初回の協議会を開催予定。） 

 庁内関係課に加え、社会福祉協議会等の関係団体、民生委員や民間支援組織などで協議会

を構成し、須坂市の「孤独・孤立対策」を横断的に進めます。 

調査項目 調査項目の詳細 

属性 

年代、性別、婚姻歴、同居人数、学歴、職業、居住形態、世帯

年収、健康状態、普段利用するコミュニケーションツール、孤

立・孤独に関連すると考えられる移住の有無、居住年数、要介

護者の有無、趣味の有無等 

外出の状況 外出頻度、外出目的、自由な移動手段の有無、行動範囲 

コミュニケーションや

つきあいの状況 

家族や友人とのコミュニケーションの頻度、交流活動の状況等 

困りごとや相談の状況 
支援の有無、相談相手の有無、相談機関の認知度、相談するこ

とへの感情、相談しやすいと思えるための条件等 

孤独感の状況 
取り残されている感覚や孤立感覚の有無や程度、孤独感覚に至

る前の経験、社会との関わり方の満足度等 

その他 
コロナ禍における社会活動やプライベートにおけるコミュニ

ケーションの変化等 
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